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概　要
Softwareが開発されてこれが市場に供給され、その需要者側で一定の評価が
えられて使用されると、間もなくその改訂版が開発される。すると、初版の使
用者にとっては不利な面が生じたり、あるいは改訂版購入が強いられることが
少なくない。本稿では改訂版開発のこうした側面に焦点を当てながら、その特
性についての簡単なmodel分析を試みる。この手がかりとなるのは、初版は競
争の下での開発であるが、改訂版はそうでないことなどが想像される。する
と、需要者側が初版からえている消費者余剰を収奪するかのように改訂版が開
発されることがわかる。
キーワード： 知的財産、Software、独占
JEL分類番号：O₃₄, L₈₆, L₂₁.
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1 　はしがき
音楽や映像、あるいは softwareなどのdigital著作物について、その使用取引
はCDなどのmediaを通じるか、またはnetworkを通じて国境をこえて世界的
でかつ瞬時に可能である。このなかで softwareについてはその改訂版が盛んに
供給される。改訂版はそれまでの改良であるはずだが、需要者にとっては必ず
しもそうとはいえない。供給側には改訂行動として目的が単なる修正や改良に
とどまらないで、さらなる利潤追求が背後にあるといえる。このために、改訂
版が需要者の利益にかならずしも沿わない側面をもたらす可能性がある。
著作物の改訂は教科書や指南書といったものから、時期や制度あるいは環境
などに応じた解説書などに広くみられるが、これらの改訂版は初版から独立し
て販売される。しかし、softwareのような場合は初版からのupdateあるいは
upgradeする、という性格をもち、その他の著作物とは異なる。それゆえに改
訂行動は需要者との間になんらかの経済関係をもたらす。
softwareおよびその開発に関する経済分析については、いくつかの先行研究
があるが、それらはもっぱらその複製とその保護に関連したもので、よく知ら
れた研究となっている。たとえば、Novos and Waldman［₁₉₈₄］は複製防止な
どのような複製保護が経済的厚生を引き上げることを示し、Johnson［₁₉₈₅］
は無制限な複製が経済的厚生を減少させることをmodelで示した上で最適な複
製保護のあり方を理論的にあきらかにした、ことなどである。
これとは逆の結果となる研究もよく知られている。たとえば、Liebowitz
［₁₉₈₅, ₁₉₈₆］は雑誌文献の複製が著作権者の収入を減じるものではないという
ことを実証的に示した。また、Besen［₁₉₈₆］は複製保護が短期的には経済的
厚生を減じるというmodelを呈示し、Morris［₁₉₈₈］は複製保護が知的財産の
評価に与える影響を考慮して、Novos and Waldmanなどの結論に注意を促して
いる。さらに、法と経済学からの接近として、Landes and Posner［₁₉₈₉］や
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Posner［₂₀₀₅］は知財全般について取り扱い、Landes and Posner［₂₀₀₃］では
著作物使用における公正使用（ fair use）についての研究を行っている。
この研究領域でのその後の展開として、Boldrin and Levine［₂₀₀₈］はさま
ざまな実証分析の検証から知的財産保護そのものの経済学的有効性に疑問を呈
し、特許期間短縮など知的財産保護の緩和への提言を行っている。この提言に
関しては彼らの論文の解説を行ったGilbert［₂₀₁₁］が研究者での考え方に沿
い、彼自身も賛意を示すとしている。こうした流れは知的財産保護の流れの中
にあって、注目すべきものといえる。
著作物の複製や保護についての経済学研究は以上のように従来から多くの研
究を見出すことができる1）。しかしながら、著作物の改訂行動が初版使用者に
損失的な影響を与えるところがあるものの、これについての経済学的な分析に
関して主要となる研究は稀有といえる。改訂で問題となるのは著作物のなかで
も近年に登場した softwareが多いことがそうした理由の一つとして考えられよ
う。そこで、本稿では、この分野でのmodel分析の試みとして softwareを開発
しかつ供給する企業の改訂行動を考察する。このため、極めて単純なmodelを
構築して、企業の改訂行動を分析しよう。まず、次節ではsoftware改訂におけ
る問題を考察し、第 ₃ 節では software開発の単純なmodel分析を行い、これを
もとにして第 ₄ 節で改訂版開発を考察する。そして、第 ₅ 節では改訂版開発が
本来の開発時期より前倒し的に早期開発されるようすを分析する。第 ₆ 節では
この改訂版の前倒しとその政策的対応を考えよう。
2 　Software改訂とそれにともなう問題
著作物には最初の著作物を何らか意味で改良などを加えた改訂版が著作、あ
るいは開発される。改訂版は新たな需要を生み、それなりの取引が行われる。
 1） 筆者も神［₁₉₉₉-₂₀₀₆］などにおいて著作物やその中古についての経済分析を試みてきた。
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しかしながら、著作物のなかでもhardwareやその使用環境との結びつきが多
い softwareの場合、改訂版が一方では一部改良があるものの、他方では不便を
もたらす場合がある。たとえば、Microsoft社のOfﬁce ₂₀₀₇版が登場すると、
それまで使用してきたものには操作上の戸惑いが数多く生じたのはよく知られ
たことである2）。実際、Ofﬁce ₂₀₀₇版の登場に対して従来のOfﬁceが購入できな
くなり、このために他社から従来と同じような操作や画面を売りとするsoftware
が登場していることも一つの証左となっている3）。さらには、販売されなく
なった従来版である旧版（初版も含む）が市場で高額で取引されていること
も、旧版への高い需要が存在していることを示す4）。そして、世界で広く使用
されている Microsoft 社の OS については、これまでの Windows₇などから
Windows₁₀へのupgradeが₂₀₁₆年になり大きな問題を提起した。そこでは従来
使用してきたOSからやや異質な改訂版への移行を求めないuserが、そのまま
だと自動的にその移行が強制されてしまうことに対して反発している5）。
機器は新製品登場とともに従来の製品が生産終了となり、市場に供給されな
くなるが、供給自体が需要者供給側双方にとってその方が望ましいといえる。
しかしながら、softwareのような財は情報であり、供給側に供給にともなう費
用はほとんどないに等しい。にもかかわらず利益追求ゆえに一方的に旧製品の
供給を終了させ、需要者に損害を与えることにもなる。また、Windowsでは
新たに改訂されると、それまでのOSに長らく組み込まれていたprogramが別
の場所に移動して、操作にまごつくということが少なくない。これは役所の窓
口がいつのまにか別の場所に移動して困惑をもたらす問題と同じである。こう
 2） たとえば、中田［₂₀₀₈］参照。
 3） たとえば、KINGSOFT Ofﬁce ₂₀₁₀はその一例といえる。ただし、こうした softwareは機
能面において、当然ながらMicrosoft社Ofﬁceに対する完全な互換性はない。
 4） ₂₀₁₀年 ₄ 月時点のAmazon.co.jpにおける価格では、Microsoft Ofﬁce ₂₀₀₇ Professionalが
₄ 万₈,₉₈₀円に対して、旧版であるMicrosoft社のOfﬁce Professional Edition ₂₀₀₃（発売
当初、 ₅ 万₉,₈₀₀円）が ₈ 万₈,₄₈₀円となっている。
 5） たとえば、http://gigazine.net/news/₂₀₁₆₀₆₀₃-windows-₁₀-upgrade/参照。
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した移動がこれまでにより操作性などの質的向上に多大に貢献するとすれば正
当化されるかも知れない。しかしながら、そうした機能向上を必要としない需
要者にとっては、これは疑問となる。
実際、その改良面であっても、作業中にapplicationが突然機能しなくなる事
態がありうることでこれまでと同じであり、さらにMicrosoft Ofﬁceではたと
えば、text box内の文の編集操作性は不便なままであり、この点についての改
良がなされていない6）。それならばというわけで、これまでの版を購入しよう
としても、供給を差し止めるために購入することができないという問題が発生
する。そうした従来版の供給は容易であるにも関わらずである。こうした面で
改訂版の登場が需要者側に負担を与える7）。その他、Adobe Acrobatは改訂を繰
り返しているが、security上のvulnerability（脆弱性）を常に抱え込むことにな
り、需要者に改訂版設定とそれにともなう再起動を強いることになる8）。従来
からの利用に専念する側からすれば、これは改訂版開発における過剰性を示す
ものといえる。
著作物を使用すると、使用環境の変化やその使用経験などから著作物の機能
改善を求められ、ここにそうした需要が生ずる。かくて、著作物について新規
需要と、それまでの著作物を使用している需要者で生じる改訂需要との二つの
需要が生じる。これに対して、供給側は著作物の改訂版開発を行い、これを供
給する。したがって、著作物には二つの取引市場が発生する。
 6） そこでは文章の作成と編集を行うので、通常の文章編集 softwareの最低限の機能が必要
だが、今日にいたるまで編集操作性が不十分であり、このため通常の文章編集 software
で一度作業を行い、その結果えられた文章を text boxに貼付けることになる（それでも
たとえば禁則処理がない）。よって、「表計算ソフトの本筋と違う「派手な機能」ばかり
増やさないで、本当に作業効率が向上する機能こそ、積極的に追加して欲しい」
〈URL:www.₇₂₄₆₈₅.com/weekly/qa₁₀₀₇₂₈.htm〉ことになる。
 7） たとえば、中井［₂₀₁₀］参照。
 8） 配布用pdf文書を閲覧や印刷する基本的な機能に満足するほとんどの需要者にとっては
Ver.₄程度以前で十分といえるが、Adobe 社は改訂版を繰り返して出し、₂₀₁₂年の
Ver.₁₁、そして₂₀₁₅年のDC版までにいたっている。
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ところが、需要者側では初版、つまり現在使用している著作物をhardware
とともにより効率よく使用する使用環境を構築し、また使用経験を蓄積して、
さほどその改訂版への需要がない、という場合がありえる。これに対して、供
給側はそのままでは仕事を失うという側面があり、また、許諾なしの複製使用
や海賊行為が初版でありえるため、当然ながら改訂版開発行動をとることにな
る。したがって、そうした場合、供給側は改訂版に対する需要が生まれるよう
な環境設定をしておくか、また途中でそうした環境を設定するだろう。その一
つの例として、古い版への支援を打ち切るということはごく普通のことであ
り、これは改訂版への需要を引き上げる手段となっている9）。
こうした改訂版の開発と供給は、書物や音楽や映像関係の著作物では、その
seriesで一括購入する場合や継続購入する場合に価格割引があるなどでみるこ
とができるが、software関係では明確であろう。たとえば、PC用基本 software
であるOSはいくつかの企業により開発され、それぞれにおいて多くの改訂版
が提供されている。なかでもLinuxにいたっては数多くのOSがあり、しかも
煩雑な改訂がなされている。
しかしながら、この改訂版の開発と供給は需要側の改訂需要にしたがったも
のとは限らない。つまり、需要側が使用しないであろう機能を開発してこれを
改訂版として供給することがありえる。このことは開発資源を新たな分野に注
いで経済全体の利益を付加する観点からいえば、開発が飽和状態、つまり開発
水準が高まらないことを意味する。
なお、供給側が需要側に対して対称的でない側面はその使用に関する規則設
定にもみられる。つまり、softwareを使用する最初の設定作業において、使用
許諾契約画面（EULA）を通して需要者の権利を制限することに強制的に服
 9） Microsoft社はWindows XPとOfﬁce ₂₀₀₃への supportをこの₂₀₁₄年 ₄ 月初旬に打ち切っ
た（それが security上のvulnerability（脆弱性）をもたらすことを示唆しながら）のが一
つの例となろう。
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従させる。あるいは software格納媒体の包装を解いた段階で一方的な使用許諾
（Shrink-wrap）契約を強いられる。こうした供給側がまさに身を守るという姿
勢はほとんどの softwareにみられ、それだけ競争を阻害する要因ともいえる。
いいかえると、このことは価格協調や生産あるいは開発における協調と同じよ
うな独占形態の一つであり、需要と供給双方の均等な立場を歪めている。
こうした供給側によるやや過剰、かつ強引な software改訂問題を考察してみ
よう。このために、まず単純modelを構築して供給側の改訂行動と需要側の対
応を分析し、さらに市場均衡でのようすをも調べよう。
なお、softwareの取引形態はここでは一括購入方式を前提としているが、最
近ではMicrosoft社のOfﬁce₃₆₅に代表されるような購読方式の取引形態が浸透
し始めている。この後者の取引形態は一括方式とは異なるので、別個のmodel
展開が必要となり、ここでは取り扱わない。
3 　Softwareの開発
softwareの需要側は単なる消費者とは限らず、softwareを使用して生産を行
う企業もありえる。そこで、ここでは需要側も企業であるとしよう。さらに、
初版として機能水準  をもつ softwareの開発を想定するが、簡単にするために
その対価はその機能水準に等しいとしよう。よって、この softwareの需要面で
競争状態にあり、需要者においてその使用からえる収入と購入費用とはお互い
に等しいとしよう。ただし、softwareの使用時に当然ながらその運用にかかる
さまざまな費用が生じているが、その結果生じる粗収入からこれらの運用費用
を差し引いたものが software 使用による収入になる。そして、これから
softwareの購入費用を差し引いたのがsoftware使用による需要者の利潤（便益）
としよう。なお、こうした収入や費用は毎期の値ではく、全期間について一括
した値としている。
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一方、この softwareの供給側はまずこれを開発した上で（softwareの使用許
諾を）供給するものとする。この供給側はこの供給により  だけの収入をえる
が、この開発には  だけの開発費用を要するとしよう。この供給は
  （₃.₁）
だけの利潤  をえる。
この開発費用  と softwareがもたらす収入  との間には、以下のような収穫
逓減的な関係、すなわち以下の性質を有する開発関数  が成立していると
する。すなわち
  （₃.₂）
である。この開発関数の初期時点における形状は₃.₁図に  曲線として描か
れている。
softwareの供給側はその開発と供給からえる利潤  を最大にするような開発
水準（開発費用で表示）を決定する。すなわち
  （₃.₃）
を満たすような  が開発費用として決定される。このような値を  とすれ
ば、（₃.₂）によりこれは有限正で一意的に存在することがいえる。
この機能水準決定のようすは₃.₁図に示すことができる。そこでは横軸と縦
軸がそれぞれ開発費用  と収入  となり、そこに開発関数  が右上がりで
上に凸な形で描かれている。そして、その勾配  が（₃.₂）にしたがって ₁
に等しくなるような図のA点に開発費、したがって（₃.₂）により機能水準が
決まる。かくて、このような softwareが開発および供給されて使用される。
software改訂版開発の性格を明確にするために、この softwareの初版開発は
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競争的に行われているとしよう。かくて、開発供給側では長期的に正の利潤を
えることができない。開発および供給を支える技術や資本などの経済的資源が
あり、これはその開発供給が完了した段階で解散されるわけではない。もし、
そうであればそれなりの解散費用が必要となり、これが供給側の支払いに加算
されるだろう。したがって長期均衡のもとでは、供給側がえる利潤が零となる
ような値、すなわち
  （₃.₄）
となるだろう。
かくて、長期均衡のもとでは開発費用  は（₃.₃）と（₃.₄）を満たすような
値  をもつ。これは図では、開発関数  が上式を満たす  の分だけ下が
り、原点からの₄₅度線と開発関数  が接するB点で均衡することで示され
ている。
3.1図
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4 　Softwareの改訂版開発
ここでは議論を簡単にするために、開発された softwareの使用許諾が販売さ
れ、この収入が開発費用が回収されるとし、また需要側においても使用環境が
一定であり、さらに需要の増加はないものとしよう。すると、長期均衡のもと
では softwareが初版として開発供給され、これを購入使用する企業側も損失が
生じない。そして、その softwareは初版で完結する。
しかしながら、この企業は次の software開発として、この初版の改訂版開発
が重要な選択肢となる。これには、改訂版は他社が開発するのは困難であり、
本質的に独占的に開発できる性格を有す。初版は競争的に開発されたが、この
改訂版は他社を排して開発に専念できる。このことは改訂版開発動機を後押し
する。
さらには、softwareを開発供給した供給側は開発費用を回収できたとして
も、それが優れていると、需要側に想定外の利益を供与することになる。とす
ると、開発供給側はこの幾分かは自分たちがえられるはずの収入だとみなすこ
とになる。したがって、需要側に発生しているこの利益を取り込むために、改
訂版を開発する動機の一つが生じる。
そこで、改訂版として新しい softwareを新規に開発し、これを供給する。こ
の場合、この softwareの改定版を開発する方が手馴れた面がある上に、開発が
失敗する危険性は少ない。さらには、これまでの開発でおおよそ完成したもの
の、その機能付与を見送ったところがあるかも知れない。よって、改訂版は初
版の修正やその後で可能になった機能向上や追加から成り立つ。しかしなが
ら、現実ではこれらが改訂版として単体で供給されることは少なく、ほとんど
はこれまでどおり利用する初版にこれらを付加したものが改訂版として供給さ
れる10）。
10） 単なる修正やdataなど小さな追加となる改訂版は無料にてonlineなどで供給されるが、
ここでの改訂版は機能改善程度が大きい有料のcaseを想定している。
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なお議論を簡単にするために、本稿でいう改訂版とは初版に対する機能向上
もしくは機能付加や修正などから成り立つ追加修正版であり、したがってそれ
のみでは使用できないものとする。つまり、改訂版は初版とこの追加修正版か
ら成り立つ。もし、初版購入者がこの改訂版を購入するとすれば、初版を再度
購入することになり、それだけ需要側は損失を被る11）。かくて、本稿で取り扱
う改訂版は、初版に対する追加修正版であり、すでに購入して使用している初
版に追加修正版を購入にして用いることで通常にいう改訂版を購入したことに
なる。よって、初版購入者でない需要側が新規に購入するならばこの通常の改
訂版を購入することになるが、本稿では需要側はすべて初版購入者であり、初
版を購入しないで改訂版を購入する需要側は想定していない。
なお、現実において改訂版が上記のような追加的な形式をとらないで、代替
的な形式をとって改訂版が初版を取り換えるものとして開発かつ供給される場
合が少なくない。このような場合では初版の大部分の機能が再度使用されてい
る。かくて、初版を購入している場合には改訂版を割引して取引することにな
る。
まず、初版の開発関数を踏まえて、初版の追加修正版を意味する改訂版の開
発関数を
  （₄.₁）
のように  と  の二つの ₂ 面でとらえる。前者については、初版では  で
あったが、その後において、これが正の値となる環境が出現したと解釈でき
る。そして、上式第 ₁ 項である  は改訂版開発が初版より  だけ節約
的、あるいは効率的であることを示す。この  は改訂版の技術的な側面を示
11） softwareの各版にoptionとして追加的な softwareがplug-inやadd-onなどとして用意され
ている場合があるが、もし初版に開発企業がこれらを独占的に開発すれば、ここで想定
している改訂版はこれらと同じような役割をもつといえる。
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し、この企業内外における知識や技術の向上を反映しているとしよう。
一方、後者、すなわち上式第 ₂ 項は、改訂版の評価を示す改訂版開発関数
が  だけ引き下げられていることを示す。初版供給間もない時点でみると、
改訂版に対する評価は極めて低いといえる。かくて、  は負の評価を示すこと
になる。
さらに注意すべきは、この付加的な性格ゆえに、初版後間もない時点で
は  が低い値をとり、一方、  は大きい値をとることになる。たとえば、初版
直後の開発を想定してみると、そこではすでに開発しつくしたものと考えるこ
とができよう。したがって、再度同じ開発費用を投入しても、₄.₁図のD点を
通るような開発曲線での成果となる。そこで、新たな展開が可能なところを求
めるとすれば、この開発曲線  だけ左に移動することができよう。
改訂版の開発では初版の開発と異なる点は改訂という性格上、他の企業から
の開発競争にさらされることが少ない。さらには、供給側では初版需要者がそ
のまま供給対象として確保できているゆえに、改訂版開発において他社からの
競争を避けることが可能となる。また、需要側にとっても一度購入した
softwareを他社製品に乗り換えるには費用がかかる。こうした側面で供給側が
需要側を囲い込むことが可能になり、softwareの改訂版市場では競争をさける
ことができる。これは  を引き下げる方向にはたらき、したがって₄.₁図で表
示される改訂版の開発曲線はそれだけ上方に移動することなる。
さらには、初版の需要側においてその使用から lock-in effectと呼ばれる一種
の囲い込み現象が生じる。つまり、一度使用すると、需要者の使用環境がその
使用に適したものへと変化する。この変化は需要者側での適応によるといえ
る。たとえば、その使用方法の効率化を需要者が構築する、あるいは使用にお
いて効率よい方法を開発するなどの一種の技術が需要者側に蓄積されるなどで
ある。あるいは、需要者同士の使用方法や効率的な使用についての情報交換も
ありえる。このようにして、需要者はその使用 softwareから他企業の同種の
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softwareに代替することが困難になる。つまり、switching costsが発生する。
こうした市場環境は  の値を引き下げる方向にはたらく。かくて、改訂版に
ついて需要側からの評価とこの市場環境により  の値が定まることになる。
この過程は時間とともにそれぞれの値が変化するものの、その時間帯におい
ては技術および市場環境には大きな変化はないと考えられる。よって、それら
はやがて落ち着き、  と  はなんらかの値に定まると仮定できよう。
改訂版開発において  と  の二つ値が与えられると、利潤が最大になるよ
うな開発水準  が決まる。すなわち
  （₄.₂）
となり、これが所与の  と  のもとで最大となるように  が決まる。その一
階の条件により
  （₄.₃）
4.1図
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を満たす  が選択される値になる。この場合、  は  の値から独立して  のみ
に依存している。そこでこの利潤最大となる  を  としよう。
そこでまず、初版完成直後の場合を想定すると、あきらかに改訂版開発能力
がもっとも低い。つまり、  は ₀ 値に近いが、負の評価を示す  の値はきわめ
て高いといえる。  の場合には、選択される  は初版開発の値と同
じであり、したがって（₄.₂）により利潤は  という負の値をもつ。かくて、
改訂版開発曲線は初版の開発曲線よりずっと下の方に位置する。つまり、
 の場合、改訂版開発関数は初版のそれと同じになり、したがって
 となるので
  （₄.₄）
がいえる。
次に、（₄.₂）およびその両辺を  で微分し、さらに（₃.₂）に注意すること
により
  （₄.₅）
および
  （₄.₆）
をえる。ただし、  は  の逆関数である。かくて、  が上昇すれば、その
分に相当する値だけ最適な開発費用は低くなる。
こうして選択された  と（₅.₁）により利潤  は
  （₄.₇）
のように決まる。この両辺を  で微分し、（₄.₆）に注意すれば
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  （₄.₈）
となる。よって  とともに利潤が（最初は負の値をもちながら）高くなる。
ここで、仮に  のままで、負の評価を示す  の値が  の値まで減
少したしよう。すると、改訂版開発関数は初版のそれと同じになることで利潤
がそれまでの負から非負となり、初版規模の改訂版が開発されることになる。
しかしながら、これは現実的ではない。逆に、改訂版開発能力を示す  が高
くなってゆくと、（₄.₄）および（₄.₈）により改訂版開発の利潤は  から上昇
する。そして、  に到達すれば
  （₄.₉）
となり、利潤は負の値から非負に転じて、改訂版開発が行われることになる。
これは  を所与とした場合、  のもとで
  （₄.₁₀）
とも言い換えることができる。所与の のもとでのこうした改訂版開発での
利潤と  との関係は₄.₂図の直線  のように描かれよう。ただし、この図
では  について  としている。
しかしながら、改訂版開発能力が上昇、すなわち  が高くなるとしても、
それには限度があり、したがって負の評価を示す  の値が下落しないと、改
訂版開発の利潤が非負に転換することが困難となる。初版の評価が高く、した
がって需要者側の利益が高い場合、  の値が下落しないことになる。したがっ
て、この software開発側はその利益を吸収しようとする誘引が生じる。なぜな
ら、そうした利益は開発側にとっては予期しないところでもあり、したがって
自分たちにもその分前をえるべきだと思うだろう、からである。これは  お
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よび  の値を恣意的に操作することで改訂版開発の利潤を非負に転換させよ
うとすることを意味する。次節ではこうした点についてみよう。
5 　改訂版開発の決定
改訂版開発関数の特性を示す  ならびに  はお互いに関係をもつと考えら
れよう。まず、初版直後では改訂版機能を示す  は低い値をとり、一方では
改訂版への評価引き下げ幅を示す  の値は大きな値をとる。そして、  の値が
高まると、当然ながら  の改善が生じるといえる。かくて、  が  の関数 
とすれば
  （₅.₁）
4.2図
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といえよう。ただし、  は初版時、すなわち改訂版機能がない場合での評価
引き下げ幅を示す初期値としている。
しかしながら、同じ  に対する  の相違は初版の質的水準に依存する。こ
のために、質的水準が高いと、需要側が初版を使用し続ける可能性が高く、そ
れだけ改訂版に対する評価が高くはならない側面があるだろう。かくて、この
面を考慮して、  は
  （₅.₂）
のように、初版の質的水準を示す初版開発に投入された開発費用に依存すると
する。ただし、  は正の定数としている。
以上のような  に対する  の関係は₅.₁図のような  曲線あるいは  曲線
として描くことができよう。ただし、後者は（₅.₁）右辺第 ₂ 項が前者より大
5.1図
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きい、いいかえると初版の質的水準が高いことにより上方に位置する。この曲
線が同図の₄₅度線と交差するところでは、  と  とがお互いに等しくなり、し
たがって、（₄.₁₀）が示すように改訂版の開発が非負の利潤をもたらし、ここ
ではじめて改訂版の開発が行われることとなる。
改訂版の機能実現を示す  は時間とともに高くなるが、簡単のためにこれ
が時間に沿ったものとみなすことができよう。さらには、  は需要側が初版か
らえている利潤を示すともいえる。そこで、これを₅.₁図の  を示す曲線の高
さと  が動く範囲での面積でとられることができよう。
一方、需要側の改訂版に対する評価は最初は時間とともに高くなる。しかし
ながら、初版の使用が長くなるほど初版への順応が高くなり、それだけ改定版
購入に対する switching costsを上昇させて行くので、需要側の改訂版に対する
評価が減少するだろう。かくて、  の値は最初は時間とともに下落するが、
その下落がやがて行き詰まる。よって、
  （₅.₃）
となる。
かくて、時間  を横軸にとり、  および  は₅.₁図のような曲線を描
く。ただし、  は  と  の ₂ つの caseを想定している。後者は前者
より右に位置している。これは改訂版への評価が上昇するには時間がかかる
caseを意味する。
₅.₁図では  曲線が  曲線と点  で交差し、この時点  で利
潤が非負に転換する。同様に、  の場合には、点  で  曲線に
交差し、この時点  で利潤が非負に転換する。
この  は需要側にとっての改訂版へ負の評価を示すが、逆にいえばの初
版の使用から享受している利益とみなすことができよう。よって、  時点で需
要側がえている利益合計を  とすれば
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  （₅.₄）
となる。ただし、  は一定の割引率を示す。  に対応する  を
（ただし、 ）とすれば
  （₅.₅）
であり、需要側がえる利益は  の高い  の方が  にくらべて大き
い。しかし一方、  曲線が所与とした場合、  が  曲線にしたが
うならば、  時点までまたないと改訂版開発による利潤が非負とならない。
こうした環境のもとでは、初版の開発規模により、  曲線が₅.₁図の 
曲線であるとすると、需要者側の利益  は増加して行き、これが開発企業
側における早期の改訂版開発を誘発する。そのままでは、自然な改訂版開発は
時期的には  となってしまい、需要者がえている利益にくらべて開発側の利
益は極端に低い。さらに、初版の開発は競争状態のもとで行われて利益はない
が、その改訂版は独占的にあるため、開発側はそこから利益をえる。こうした
点で需要者側が先に大きな利益をえているのが確実なら、改訂版開発により次
に利益をえようとする開発側は改訂版開発を急ぐことになるだろう。
この改訂版開発を誘発する時点については次のようにいえるだろう。すなわ
ち、需要者側に発生する利益が自然な改訂版開発次期である  期を₁₀₀%とす
るならば、software開発側はその半分程度は自分たちの利益と考える。すなわ
ち
  （₅.₆）
となるような  期に改訂版を開発すべきだとみなす。これは貢献が不明であ
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るもとで分前をもらうとした場合での自然な主張に沿った考え方であるといえ
よう。
すると、非負の利潤をもたらすように改訂版を開発できる時期がこの  期
となるためには、₅.₂図にあるように  曲線と  曲線とが  期に交差し
ていなければならない。したがって、  曲線は
  （₅.₇）
をみたす右下がりの曲線となる。
したがって、初版供給時点から  が  曲線に沿って変化して行くが、開発
企業にとっては図の I 時点でそれが  曲線に切り替わることが望ましいこと
になる。かくて、開発企業側は  時点をめざして改訂版開発を前倒しする。
5.2図
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6 　過剰な改訂版開発
開発企業側が  曲線を実現させて改訂版開発を前倒しとするには、初版
評価を低める一方、改訂版の評価を高めることが必要になる。前者については
そのままではすでに評価が確定しているために、その使用環境を変えることで
相対評価を引き下げる手立てしかない。これには需要側で使用されているOS
環境の改訂により、改訂版が初版より適しているといったことが必要になる。
このことは同時に後者の解決につながるだろう。また、hardware関係の進歩が
あれば softwareの使用環境が変化し、改訂版が初版より効率的になるゆえに、
改訂版の評価を高めることになる。
この場合、見かけ上の機能向上が虚偽に近く、その結果需要側に損害を与え
るとすれば、社会的にみて公正な行為とはいえない。この点に関してはここで
の分析の範疇から逸脱するために、このようなことは想定しない。しかしなが
ら、OS環境の改訂があれば、初版がもっている機能に不都合が生じたりし
て、これに対する対応は改訂版に依存することになる。このために、需要側は
改訂版を高めに評価することになり、前節における  の値が見かけ上低くな
る。
さらには、初版後でのさまざまな技術開発により、hardwareと softwareにお
いて改訂版がこれらの機能の利用面で初版にくらべて有利な面をもつ。これに
より初版をとりまく上記とは別の環境の変化が生起する。かくて、初版の使用
における機能享受について見かけ上は減価が生じ、したがって改訂版の購入に
よりこの減価を回復しようとする需要側の行動が生じる。よって、それだけ
 の値が下落する。
この種の改訂版開発の仕方だと、需要側は初版のような自由度はないだろ
う。つまり、初版の使用はとても不便になり、改訂版を購入しなけれならな
い。さらには、ここでは想定していない新規の使用者が初版を使用したくと
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も、初版の供給が完全に停止されて改訂版の使用が強制される。
こうして開発企業側は初版の評価曲線を₅.₂図の  曲線の位置まで押し下
げ、  での開発を実現する。そして、ここで得られる改訂版は独占的なふるま
いが可能であるために、その価格の設定を通じて初版の本来の評価にとって代
えることができ、開発企業側は本来需要側がえるはずの利益の一部分をexploit
することができる。この結果、  で開発されて供給される改訂版は需要側がえ
られてたであろう  曲線の評価を開発企業側がえるような価格設定が行わ
れるだろう。
Hardwareやnetworkなどの software使用環境における格段に向上がない場
合、改訂版のこうした前倒し的な開発が行われると、この開発が相対的に早期
であるという意味において一種の過剰性をもつことになる。そして、改訂版の
開発とその供給に駆り立てる環境が備わっていることでこの傾向が強くなる。
よって、たとえ開発の可能性が低い場合であっても、あえて開発と供給を行
い、そのままでは低くなっている評価を市場で引き上げる方法として、初版が
もつ機能を改訂版にいわば移行するという方法が採用されることになる。こう
したことを初版をとりまく環境悪化を利用することで改訂版の前倒し的な開発
が可能になる。この環境悪化を改訂版は対応できるが、初版はそれが困難であ
る、といったことが一つの例となる。
初版の開発は競争状態にあるので、そこでの焦点となる品質が価格に応じた
ものとなる。つまり、同じ品質の softwareは同じ競争価格となる。しかしなが
ら、そこでの開発においてさまざまな技術の萌芽がみられ、これの実現には初
版では間に合わないことになる。これを胎化するにはさらなる時間を必要とす
る。この技術上の向上は当然のことであり、初版において完成していないとし
ても問題はない。
しかし、競争においてみかけ上の品質を高め、このためにはそこで生じる問
題を先送りする可能性が否定できない。競争性がそこを阻止することができな
68
大阪学院大学経済論集　第29巻 第 1 ･ 2 号
いからである。初版で登場した新技術は未熟であり、これが供給に有利になる
という点で早めに登場したに過ぎない。このようなまだ完成していない技術を
取り込むことはその需要を高めることになる。このような softwareはいわゆる
β版と呼ばれる。しかしながら、この技術は発展途上にあり、さしあたっての
不具合などを除去して安定化することで一応の改訂版として供給される。
こうした改訂版の過剰性の一端が初版後では開発側がその改訂版開発に独占
力をもつことにある。これはhardwareやnetworkなどの software使用環境が格
段に向上することがない場合には顕著になるだろう。したがって、改訂版開発
に対する競争性を導入することが、この改訂版の過剰性解決への経済政策的対
応といえる。そして、同時に改訂版の販売促進のために初版の使用を困難にす
る開発側の行動が想定されるので、これに対する規制も必要といえるだろう。
7 　むすび
本稿では改訂版開発が過剰となる側面に焦点を当てながら、その特性につい
ての簡単なmodel分析を試みた。このために、まず、初版の開発関数を基本
に、その機能とこれに対する需要の程度を示す評価という二つの要素を一種の
改訂版環境として組み込むことで改訂版の開発関数を設定し、次いで、この評
価の時間的経過が改訂版開発にあたえる影響を吟味した。
本来ならば、改訂版開発環境が充実することで改訂版開発利潤を生み出すよ
うになり、ここではじめて改訂版が開発されるはずである。しかしながら、そ
のもとでは需要側がえている利益ばかり累積的に増加し、これに対する開発側
の利潤の奪還というべき行動をもたらす。この結果として、過剰な改訂版開発
がもたらされる。これは次には、初版の開発において不十分な開発、すなわち
改訂版への先送り的な開発を招来させる。
本稿では、初版における修正を含めて一定の機能を追加するものを改訂版と
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していた。しかし、現実には初版にそうした追加機能を加え、これを改訂版と
して供給される場合が少なくない。この場合には、改訂版の販売を高めるため
に初版の供給を止めるだけではなく、初版の使用継続を困難にさせるような行
動を開発供給側がとることが考えられる。さらには、開発側での開発環境の維
持が新規の開発よりも改訂版開発に傾斜する側面が無視できない。改訂版をこ
うした局面でとらえて開発供給側の行動を分析することも次の課題となろう。
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An Economic Analysis of the Revision of Software
 Takayuki Kami
ABSTRACT
A Software for PCs is developed and supplied to a market as the ﬁrst 
version, and used by demand side users with getting a certain evaluation.　
But its revised edition tends to be supplied to the market for a short 
period.　This causes some surplus loss to user of the ﬁrst edition, or 
compels them to buy the revised edition.　This article try to analysis 
these problems.　While the ﬁrst edition of software is developed under a 
market competition, the software ﬁrm has a monopoly power for 
developing and also supply of the revised edition of it.　So, the ﬁrm 
might exploit a consumer surplus of the ﬁrst edition users.
Keywords： Intellectual Property; Software; Monopoly.
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